
明瞭区分性 主従関係性 利⽤の⽬的 その⽅法や態様 利⽤される著作物の種類
や性質

著作権者に及ぼす影響の
有無・程度

その他

1 知財⾼裁 H30.8.23

沖縄国際⼤
学⽶軍ヘリ
墜落事件
（控訴審）

否定

原判決の指摘するとお
り、画⾯⽐や画質の点に
おいて⼀応区分がされて
いるとみる余地もある。

控訴⼈が何ら出所を明⽰
することなく被控訴⼈が
著作権を有する本件各映
像を本件映画に引⽤して
利⽤したことについて
は、その⽅法や態様にお
いて「公正な慣⾏」に合
致しない。

最⾼裁平
成元年6⽉
27⽇決定
にて確定

2 東京地裁 H30.2.21
沖縄国際⼤
学⽶軍ヘリ
墜落事件

否定

被告制作部分と本件使⽤
部分とは、⼀応区分され
ているとみる余地もあ
る。

総再⽣時間が2時間を超
える本件映画において、
本件各映像を使⽤する部
分（本件使⽤部分）が合
計34秒にとどまる。

本件映画には、本件使⽤
部分においても、エンド
クレジットにおいても、
本件各映像の著作権者で
ある原告の名称は表⽰さ
れていない。本件映画に
おける本件各映像の利⽤
は、「公正な慣⾏」に合
致して⾏われたものとは
認められない。

3 東京地裁 H28.1.29 ⾵⽔事件 否定

本件情報1ないし17は，
本件各記事に依拠したう
えで，同記事の内容を批
判するか揶揄することを
意図している。

本件情報1ないし17は，
引⽤元の表現を直接改変
した上，それをそのまま
本件ウェブサイトに匿名
で投稿したものである。

本件情報1ないし17は，
引⽤元等を明⽰していな
い。

発信者情
報開⽰請
求事件

4 ⼤阪地裁 H27.9.24
ピクトグラ
ム事件

否定

本件冊⼦における本件ピ
クトグラムの掲載は，本
件ピクトグラムが有する
価値を，本来の予定され
た⽅法によってそのまま
利⽤するものであるとい
うことができ，他の表現
⽬的のために本件ピクト
グラムを利⽤しているも
のではないから，このよ
うな利⽤形態をもって，
⽬的上正当な範囲内で⾏
われた引⽤であるとはい
えない。

5 東京地裁 H26.5.30
絵画鑑定書
Ⅱ事件

肯定

現⾏著作権法において、
「引⽤」は、報道、批
評、研究その他の引⽤の
⽬的上正当な範囲内で⾏
われることが要件であ
り、「引⽤」として適法
とされるためには、利⽤
者が⾃⼰の著作物中で他
⼈の著作物を利⽤した場
合であることは要件では
ないと解すべきである。

鑑定証書の鑑定対象と
なった原画を、多数の同
種画題が存する可能性の
ある中で特定し、かつ、
当該鑑定証書⾃体が偽造
されるのを防⽌する⽬的
で⾏っており、その⽬的
達成のためには、鑑定の
対象である原画のカラー
コピーを添付することが
最も確実であることなど
を考慮すると、著作物の
鑑定のために当該著作物
の複製を利⽤すること
は、著作権法の規定する
引⽤の⽬的に含まれる。

原画をカラーコピーした
部分のみが分離して利⽤
に供されることは考え難
く、これら鑑定証書が原
画とは別に流通している
実態があることについて
の的確な証拠もないこと
に照らせば、鑑定証書の
作製に際して、原画を複
製したカラーコピーを添
付することは、その⽅法
ないし態様としてみて
も、社会通念上、合理的
な範囲内にとどまる。

以上の⽅法ないし態様で
あれば、原画の著作権を
相続した原告らの許諾な
く原画を複製したカラー
コピーが美術書等に添付
されて頒布された場合な
どとは異なり、原告らが
絵画の複製権を利⽤して
経済的利益を得る機会が
失われるなどということ
も考え難い。

原告のカラーコピーを鑑
定証書に添付するにつ
き、著作権者である遺族
の許諾を得て鑑定証書に
本件コピーを添付すると
いう公正な慣⾏が存在す
ると認めることはできな
い。

6 東京地裁 H25.12.20
毎⽇オーク
ションカタ
ログ事件

否定

本件カタログにおいて美
術作品を複製する⽬的
は、本件オークションに
おける売買であることは
明らかである。

本件カタログには、美術
作品の写真に合わせて、
（中略）作品の情報等が
記載されるが、実際の本
件カタログをみても、写
真の⼤きさの⽅が上記情
報等の記載の⼤きさを上
回るものが多く、上記の
情報等に眼⽬が置かれて
いるとは解し難い。ま
た、本件カタログの配布
とは別に、出品された美
術作品を確認できる下⾒
会が⾏われていることな
どに照らすと、上記の情
報等と合わせて、美術作
品の写真を掲載する必然
性は⾒出せない（注：
「その他」欄に続く）。

（注：「その⽅法や態
様」欄の続き）そうする
と、本件カタログにおい
て美術作品を複製すると
いう利⽤の⽅法や態様
が、本件オークションに
おける売買という⽬的と
の関係で、社会通念に照
らして合理的な範囲内の
ものであるとは認められ
ない。また、公正な慣⾏
に合致することを肯定で
きる事情も認められな
い。

7 ⼤阪地裁 H25.7.16
岡⼭イラス
ト事件

肯定

別紙ウェブページの記載
の態様からすれば，本件
パンフレットの表紙の部
分は，他のウェブページ
の記載と明瞭に区別する
ことができる。

別紙ウェブページにおけ
る本件パンフレットの表
紙の記載はウェブページ
全体の中ではごく⼀部で
あり，主従関係にあると
認められる。

本件パンフレットの表紙
（本件イラストを含
む。）は，被告岡⼭県の
事業である「新おかやま
国際化推進プラン」を紹
介する⽬的で掲載された
ものである。

その態様も，被告岡⼭県
の事業を広報するという
⽬的に適うものであり，
本件パンフレットの表紙
に何らの改変も加えるも
のでもない。

このような本件掲載⾏為
の⽬的，態様等からする
と，著作権者である原告
P1の利益を不当に害する
ようなものでもない。

本件パンフレットの表紙
には原告P1の⽒名の表⽰
はないものの，原告ら
は，本件パンフレットの
表紙に本件イラストを利
⽤することについて許諾
していた。本件パンフ
レットの表紙は無名の著
作物であり，著作権法48
条2項により出所の表⽰
の必要がない。

8 東京地裁 H24.9.28
⾔霊ＤＶＤ
事件

否定

本件記者会⾒における
（配布資料を含む）説
明、批判、反論等と被告
が引⽤される表現である
と主張する本件各霊⾔及
びその活字起こしファイ
ルとは、同時ではなく１
⽇⼜は数⽇の時間的間隔
を置いて伝えられたもの
であり、また伝達媒体と
しても異なるから、著作
権法32条1項の「引⽤」
に当たらないと解する余
地もある。

被告が名誉毀損と主張す
る部分が、本件各霊⾔の
⼀部にすぎないこと
（注：14万7000字に対
し6623字）や、名誉毀損
とは関係のない内容も含
まれていることからすれ
ば、本件各霊⾔全体を複
製・頒布して利⽤した本
件複製頒布⾏為につい
て、上記の説明、批判、
反論等の⽬的との関係
で、社会通念に照らして
正当な範囲の利⽤である
と解することはできな
い。

本件DVD等は、「訴状の
概要」を含む被告の説
明、批判、反論がされた
本件記者会⾒の翌⽇（⼜
は翌週）に、記者会⾒に
参加した報道関係者等に
配布されたものである。
しかも、被告は、本件記
者会⾒の席上において
は、本件DVD等を、後
⽇、記者会⾒における説
明等に必要なものとして
配布する旨を述べていな
かった。このような事情
に照らせば、本件複製頒
布⾏為が公正な慣⾏に合
致するものと認めること
はできない。

備考

適法引⽤（著作権法32条1項）の考慮要素

従来の⼆要件（「引⽤」） 「公正な慣⾏に合致」かつ「引⽤の⽬的との関係で正当な範囲内」
裁判所名 判決⽇番号 結論事件名



9 東京地裁 H23.2.9
都議会議員
写真ビラ事
件

否定

本件各ビラ等において
は、本件写真の出所が⼀
切明⽰されておらず、こ
れが他⼈の著作物を利⽤
したものであるかどうか
が全く区別されていな
い。

・本件各ビラ等は、本件
写真それ⾃体や、本件写
真に写った被写体の姿
態、⾏動を報道したり批
評したりするものではな
い。
・本件各ビラ等は、本件
写真の全体をほぼそのま
ま引⽤しているが、⾝振
り⼿振りも含めた本件写
真の全体を引⽤しなけれ
ばならない必要性も認め
られない。

被告は、A議員を特定
し、本件各ビラ等を⾒た
者に具体的にA議員をイ
メージさせる⽬的で本件
写真を引⽤したと主張す
る。

特定のためにであれば、
同議員の所属、⽒名を明
⽰すれば⾜りることであ
るし、イメージのためで
あれば、A議員の他の写
真によって代替すること
も可能であり、本件写真
でなければならない理由
はない。

本件各ビラ等は、被告の
政治的⾔論活動のために
作成されたものであるこ
とを考慮しても、これに
本件写真の複製物である
被告各写真を掲載したこ
とが、「公正な慣⾏」に
合致するものということ
はできず、また、「報
道、批評、その他の引⽤
の⽬的上正当な範囲内」
で⾏われたものというこ
ともできない。

知財⾼裁
平成23年
10⽉31⽇
判決にて
控訴棄却

10 知財⾼裁 H22.10.13
絵画鑑定書
事件

肯定

著作権法32条1項におけ
る引⽤として適法とされ
るためには，利⽤者が⾃
⼰の著作物中で他⼈の著
作物を利⽤した場合であ
ることは要件でない。

著作物の鑑定のために当
該著作物の複製を利⽤す
ることは、著作権法の規
定する引⽤の⽬的に含ま
れる。

本件鑑定書の作製に際し
て、本件各絵画を複製し
た本件各コピーを添付す
ることは、その⽅法ない
し態様としてみても、社
会通念上、合理的な範囲
内にとどまる。

以上の⽅法ないし態様で
あれば、被控訴⼈等が本
件絵画の複製権を利⽤し
て経済的利益を得る機会
が失われるなどというこ
とも考え難い。

11 東京⾼裁 H16.11.29
創価学会写
真ビラ事件
（控訴審）

否定

本件写真ビラは、ビラ⾃
体としては、１審原告ら
を政治的に批判すること
を⽬的としたものであ
る。

本件写真ビラに掲載され
た本件ビラ写真は、ビラ
の表⾯に⼤きく⽬を引く
態様で印刷されている
上、１審原告写真１の被
写体の上半⾝部分のみを
抜き出し、１審原告写真
１の創作意図とはむしろ
反対の印象を⾒る者に与
えることを意図したこと
をうかがわせる（中略）
などの揶揄的な内容の吹
き出しを付したものであ
るから、このような態様
による写真の掲載を、公
正な慣⾏に合致し、か
つ、政治的に批判する批
評の⽬的上、正当な範囲
内で⾏われた引⽤と解す
ることはできない。

12 東京地裁 H15.2.26
創価学会写
真ビラ事件

否定

本件写真ビラは、専ら、
〇〇党、原告及びAを批
判する内容が記載された
宣伝⽤のビラである。

原告写真１の被写体の上
半紙のみを切り抜き、本
件写真ビラ全体の約15
パーセントを占める⼤き
さで掲載し、これに吹き
出しを付け加えているこ
と等の掲載態様に照らす
ならば、原告の写真の著
作物を引⽤して利⽤する
ことが、前記批判等の⽬
的との関係で、社会通念
に照らして正当な範囲内
の利⽤であると解するこ
とはできず、また、この
ような態様で引⽤して利
⽤することが公正な慣⾏
に合致すると解すること
もできない。

13 東京⾼裁 H14.4.11
絶対⾳感事
件（控訴
審）

否定

本件書籍中において，原
告翻訳部分は，括弧で区
分され，本件書籍の他の
部分と明瞭に区別されて
いるから，「引⽤」の要
件を満たしていることは
明らかである。

控訴⼈Aは，⾳楽とは何
か、⼈間とは何か、とい
う最終的なテーマと密接
に関連し、同テーマにつ
いての控訴⼈Aの記述の
説得⼒を増すための資料
として，著名な指揮者・
作曲家の⾒解を引⽤，紹
介したものであるという
ことができ，かつ，引⽤
した範囲，分量も，本件
書籍全体と⽐較して殊更
に多いとはいえないか
ら，原告翻訳部分の本件
書籍への引⽤は，引⽤の
⽬的上正当な範囲内で⾏
われたものと評価するこ
とができる。

控訴⼈Aは，本件書籍に
よって原告翻訳部分を掲
載するに当たり，原告翻
訳部分を本件翻訳台本か
ら複製したものであるこ
とも，翻訳者が被控訴⼈
であることも明⽰しな
かったのであるから，こ
のような採録⽅法は，公
正な慣⾏に合致するもの
ということはできない。

14 東京地裁 H13.6.13
絶対⾳感事
件

否定

本件書籍の（中略）とい
う部分には，バーンスタ
インが（中略）を⾏った
ことが記述された後，そ
こで語られた⾔葉の⼀部
を紹介するとして，240
⾴6⾏⽬から242⾴末⾏に
掛けて，別紙１のとお
り，原告翻訳部分が複製
されて掲載されている。

原告は，平成8年10⽉こ
ろ，指揮者Aがバースタ
イン役となって上演する
ための⽇本語台本とし
て，上記英語版演劇台本
を翻訳した。原告は，A
が上演に当たり，ピアノ
を演奏しないなどの事情
から，台本の⼀部に変更
を加えた上，⽇本語翻訳
を完成させた。

被告らは，原告翻訳部分
の掲載に当たっては，正
当な著作者の許諾を受け
ようと努め，受けられた
ものと誤信していたので
あるから，その経緯に照
らしても，原告翻訳部分
を許諾を得ないで⾃由に
利⽤できる公正な慣⾏が
あったものと認定するこ
とは到底できない。


